平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書

	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	佐藤潤・小田中稔・児玉智明・水江一弘・立野浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年２月２日（木）

	調査先　自治体名等
	神奈川県　大和市　まちづくり計画部

	調査項目
	コミュニティ交通について

	調査目的
	コミュニティバス導入における問題点の把握と実施方法の検討

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

人口　：　２２８，９１７　人　（Ｈ２３．４．１現在）　行政面積　：　２７，０６　ｋ㎡
２　視察内容

1 コミュニティバス事業について

2 地域乗合交通創出支援事業について

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	○地域特性等

大和市は、本市よりも狭い27ｋ㎡の中に、約22万9千人が暮らすコンパクトな都市構造になっている。市域は南北に細長い平坦地で、市内には3鉄道事業者の駅が８つあり、いずれも徒歩15分以内の圏内にある。また、道路網も国道16号、246号、467号のほか、県道も４線が市内を走り、東名高速の横浜町田インターにも近く交通の利便性に恵まれた地域となっている。市内ではバス会社３社が３２路線を運行し、ほぼ全域をカバーしており、タクシー会社も７社が営業している。

○コミュニティバス事業

しかし、地域間の移動が不便な地域の存在、駅までは遠く、バスが通っていない（または少ない）などの理由から、（１）公共交通不便地域の不便度の緩和、（２）高齢者、幼児連れなどの移動制約者の移動手段確保、（３）放置自転車の減少や環境負荷の軽減を目的に、駅から７００メートル、バス停から２００メートルの地域を公共交通不便地域に指定し、平成１４年１０月から２路線（北部ルート14km、南部ルート20km）でコミュニティバスを導入。年間利用者数は、当初から予想を上回る２２万人７千人であったが、さらにルート見直しや、最終バスの増便、運賃精算の多様化などを図りながら、現在は、３０万人を超えている。運行は、市内バス会社に委託しており経費は約７，０００万、運賃収入は、利用料金、小学生以上１回１００円で総額約３，０００万円、したがって市の負担分は差し引き４，０００万円程度で推移している。

○地域乗合交通創出支援事業

コミュニティバス事業開始後も課題としてコミュニティバスではカバーしきれない交通不便地域が残っていたが、平成２０年初めにＮＰＯ法人かながわ福祉移動ネットワークと神奈川県地域保健福祉課との協働事業によりワークショップが開催され検討を重ねた結果、同年１０月に地域の７自治会、約１，５００世帯が「乗合バス運行準備会」を立ち上げ、準備会自らがレンタカーを手配し実証実験を繰り返す中で、利用者数が堅調であり、運行を望む地域の声の高まりから平成２２年４月から実験運行、平成２３年４月より本格運行へ移行となる。

運営経費は、各世帯の負担金１２０円／年、利用者からの謝金、企業からの協賛金、バザーなどの収益で賄っており、運行は、添乗員、ドライバー各１５名体制で実施するなど、運行管理や地域での合意形成などは事業主体である地域が担うことを基本としている。

なお、大和市の支援としては「大和市協働事業等提案制度」に提案し採択され、「大和市地域乗合交通創出支援事業要綱」に定める車両の確保（１０人乗り車両のリース代と燃料代）と広報活動であり、年間約１５０万円を負担している。

○総括

コミュニティバス事業については、市内交通網が完備されているのにもかかわらず、独自に基準を設けて実施し市民の利便性の向上に努めている。このことは本市が目指しているコミュニティバス導入方針と合致するが、本市とは高齢化率や財政規模・財政構造が大きく異なるため直ちに適用することは難しいと考えざるを得ない。

地域乗合交通創出支援事業については、本市でも実施可能と受け止めているが、実施主体となる町会・自治会等の負担軽減を含めて、新たに支援策を考える必要がある。


